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地方大学における地域連携インターンシップ 
教育プログラムの開発

井　上　奈美子＊

要旨　本稿は、地方大学が地域企業や団体と協力しあい、教育効果の高いインターンシップの開

発を目指した実践報告である。扱うケースは、旧炭鉱地区にあるM大学で取り組まれている「低

学年次プレ・インターンシップ」の教育プログラム開発である。対象はアルバイト経験などが乏

しく、社会人との関った経験が浅い大学１・２年生である。M大学は地方都市に立地し、都市部

と異なり受入先確保が難しい状況にある。そこで、インターンシップの前後の研修（事前事後研

修）を含む一連の教育活動を１単位としてカリキュラムを設計し、半年間にわたって学びを深め

る工夫をしている。加えて大学の担当者は、受入先と協力しあい学生個々人の特性にあわせたカ

スタマイズプログラムを設計している。本稿は、地域連携インターンシップを通した学びの支援

のあり方、実践から浮き彫りになった課題と対処法について議論し、地方の大学におけるイン

ターンシップの教育開発に資することを目指すものである。

キーワード　 インターンシップ　大学低学年　事前事後研修　教育プログラム開発　地方都市

１．研究の背景と問題意識

M大学は、大学１・２年生を対象としたイン

ターンシップ（以下ISと記述する）を12年間

展開してきた。本稿が注目するのは2017年から

の取り組みである。筆者は、27年間、様々な大

学でISに取り組んできた。IS現場に身を置い

て抱いた問題意識として、地方都市に立地する

大学の周辺環境がIS運営に大きな影響を与え

ることを強く実感してきた。

地方の学生が都市部の学生と同質の体験をす

ることが困難な中、なぜISは全国の大学で取

り組まれるようになっていったのか。ここで

ISの議論の歴史について簡単に振り返ってお

きたい。

1997年、現文部科学省、現経済産業省、現厚

生労働省は、「インターンシップの推進に当

たっての基本的な考え方」を発表し、大学、短
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大への普及が加速した。2003年、文部科学省は

全ての国公私立の大学・短期大学・高等専門学

校を対象に「大学における平成14年度インター

ンシップ実施状況調査」（回収率99.9％）を実

施した。同年、厚生労働省は「平成17年版労働

経済の分析（労働白書）」で、近年は雇用機会

が少なく将来が見通せない環境下で、人々に主

体性がなく、逃避的な姿勢が現れていることを

問題とし、地域社会が一体となったキャリア教

育に期待するとした。同年、文部科学省、厚生

労働省、経済産業省及び内閣府は「若者自立・

挑戦プラン」を発表し、産業界や企業の取り組

みを進めるために必要な情報提供、助言・指導、

関係者間の調整等を図るとした。また、文部科

学省の若年者のキャリア教育推進の指針（2004

年）には、関係機関等が職場体験、IS等の実

施やキャリア・アドバイザーの活用等について

連絡・協議して推進していく場を国や地方レベ

ルで整備すると宣言した。

さらに中教審答申2005年版では、高等教育に

ついても職業能力開発等に係る諸施策との連携

を促している。同年、厚生労働省職業安定局は、

「インターンシップ推進のための調査研究委員

会報告書」を発表し、学生のIS満足度は、体

験の質によるとしたが、その一方で１day IS

などが増え、ISの多様化が進んだ。これに対

し、2017年、日本私立大学連盟は問題を指摘し

たが、受入側からすると多くの大学生を受入る

ためには致し方がない部分もあった。2014年、

文部科学省はIS教育内容の充実や学生の主体

的関わりが必要であることを示した。なお、日

本政府は新たな成長戦略となる「未来投資戦略

2018－『Society5.0』『データ駆動型社会』へ

の変革－」において、ISの全国的質の向上も

要件の一つとしている。これらの取り組みか

ら、ISの教育開発には能力発達の測定をいか

に組み込むかも重要だと考えられる。

以上のとおり、ISの在り方や方向性を示され

るたび、大学現場では実践教育が展開された（太

田 2005）、（高良 2007)、（坂本ほか 2008）、(河

野 2011)、（今永 2017）、(中西ほか 2020)。実践

教育と同様に、地域連携型ISやチームビルディ

ングを取り入れたプログラム研究も盛行した

(山下ほか 2015)、（三浦 2016）、(中里 2017)。

また、IS制度が大学４年間を通した通年教育

として確立するためには低学年次からの検討は

避けられないとされ、なかでも大学の積極的な

関与、能動的学修を促すプログラム、 企業等の

受入の促進に必要性が指摘されている（亀野ほ

か 2017）。ISを能動的学習とするために、議論

は教育の設計方法に発展し、教育の質保障も求

められている（手嶋 2010）、（吉村 2015）。また、

ISは実験・実習・実技を踏まえた体験教育を総

称する広義のIS概念によって、エンプロイヤビ

リティを醸成する職業教育・キャリア教育とし

ても期待される面もある（田中 2010）。教育設

計上は、大学１・２年次で実施することが能動

的学習姿勢の獲得につながるとされる（高澤・

西條 2016）。学習姿勢に関する学習論の視点か

らは、個人の解釈や判断ポイントが職業的興味

や関心へのつながりを規定し、その後の行動を

左右するとされる（浦上 2005)。特に、チーム

活動に長期間取り組むプロジェクト型ISは、「主

体性」「実行力」「課題発見力」「発信カ」で伸

長の有意を指摘するとされる（真鍋 2010）。な

お、ISを通した社会人基礎力の抽出研究も蓄積

がある（太田・高中 2012）、（森・堀内 2011）。

昨今は、ISのプログラム設計次第では、地域社

会を変革する可能性が多いにあることも示され

ている（見舘ほか 2016）(横山ほか 2008)。
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以上をまとめると、政府の指針は、地域社会

と大学が一体で取り組むことと、体験の質が重

要だとされている。一方で、国からの積極的な

関与や人員配分は期待できず、大学の環境や資

源によって格差問題が懸念される。また、先行

研究からは、個別の実践事例研究が豊富に蓄積

され、ISを通してチームビルディングやPBL

の教育設計の発展に貢献している。今後は、IS

の教育的効果のさらなる向上が求められ、その

ためには学生の能動的学習を促すプログラムや

教育プログラム内容の質保証が求められる。質

保証には、ISの前後教育の充実や低学年次に

よる学習態度の好転も含まれると考える。

２．本研究対象ケースの特徴

全国の大学におけるISの発展には、地方に

おけるネガティブ要因を活かすことがカギとな

るであろう。M大学の周辺環境は、若年労働者

が都心部へ流出し、人口減少や高齢化が加速し

ているといった問題を抱えている。そのため、

ISの受入先の確保は難しく、学生の希望は市

役所などの行政機関に集中する。しかし、地域

の活力維持に対する懸念が高まる一方で、環境

改善を願う個人事業主や自治体職員の思いは強

く、同地域では地域おこし協力隊、中小企業同

友会、校区協議会、商店街活性化組合といった

地域コミュニティが存在する。学生が地域で働

く人々と直接対話する機会に恵まれれば、地域

で生きるということを学ぶ絶好の機会となり得

る。つまり、プログラム内容やマッチング次第

では、地方のISでも職業観や人生観を学ぶ意

義深い体験ができるのである。そこで、本プロ

グラムでは、様々な工夫をこらしてきた。たと

えば、企業代表、団体代表、管理職と学生の対

話時間を設けるなどである。

また、市役所などの行政機関以外の受入先と

のマッチングを増やすことを目指し、学生の希

望先を第３までから第５までに増やした。そし

て、どの事業所で体験しても本人の意識次第で

多くのことを学ぶことができ、成長できるとい

うことを丁寧に説明した。その過程では、受入

先の経営者や担当者から学生へのメッセージを

受け、それを教員から学生に伝えた。特に、地

元企業がどのような思いで地域のために事業を

推進しているかについては、学生は強い関心を

抱いていた。結果、学生の希望先は分散し、地

元企業とのマッチングも適合するようになった。

なお、本プログラムは５日間の短期ISであ

る。５日間で主体性や働きかけ力を向上させる

ことは難しい。そこで、事前事後研修を含む半

年間の教育プログラムを開発した。これは、オ

リジナルテキスト学習、レゴブロック（以下、

ブロックと記述）を使った事前事後研修、学生

グループ主体で運営する報告会などである。特

に、受入先と大学の担当教職員は週１回ペース

で電話やメールで話し合いを重ね（2020年から

は双方向インターネットツールを活用）、実施

前後には大学担当者による現場訪問を行うな

ど、連携を強化した。また、学生個々人の能力

を向上させることを目指し、個別体験プログラ

ムを作成した（図表３）。学生一人ひとりに対

しては、IS前後の社会人基礎力や職業観のア

ンケートを行い、受入先評価との比較も含め、

分析結果をカスタマイズカルテに反映させ、学

生個人へフィードバックし、個人の就業力の発

達について本人が確認できるようにした。

本プログラムの核であるプレ・インターン

シップ（以下PISと記述する）の歴史は表１に

整理する。2017年からは、学生が主体的に行動
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できるようにリーダー制度を導入し、５～６名

のリーダーのもとに小さなグループを置き、事

前事後学習を実施した。リーダー制の導入によ

り連絡事項をスピーディに伝えることが可能と

なった。学生達自身が能動的になったため、自

ら様々な資質を開花させ、人と関わることに

よって自分の課題に気付き、成長欲求を高めて

いった。その様子は、ISの受入先の評価を上

げただけでなく、受入先訪問時のヒアリングで

は「大学が全部おぜん立てするよりも学生が主

体的に取り組んでいる姿勢が見えるようになっ

た」との評価を受けた。

〈図表２〉プレ・インターンシップ事業の業務運営系譜

年度 改善内容

2011 事業開始、就業力向上支援室業務担当

2013 学部学科横断型として通年開講

2014 補助金終了、正規職員２名体制から非常勤５名体制へ

2015 非常勤１名体制へ（履修者減少）

2017 業務のスクラップビルド（整理）

　 受入先訪問アポ取りなどの学生主体活動開始

　 グループ編成、リーダー制導入

　 学生個人の社会人基礎力アンケート実施

　 学生個人の課題改善を目指したプログラムを受入先が作成

　 受入先と大学担当教職員の情報交換会開始

2018 自習用テキスト作成、無料配布

　 レゴブロック研修導入

　 学生主体活動の増加

　 ３か月後の個人面談により、意欲定着・行動変容を確認

2019 志望書の添削相談開始（個人相談を兼ねて）

　 体験後の報告書の個人添削開始

2020 リモート研修、オンライン学習の整備

2021 受入先からの要望にて受入先マニュアル作成・提供

　 就業力向上支援室解散

〈図表１〉レゴブロックを用いた事前・事後研修と効果検証の流れ
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３．プレ・インターンシップ実践までの準備

内容

3.1.　学生に提供する情報と受入先確保 

PISの受入先確保は重要要件であり、受入先

確保のために信頼関係を築くことが欠かせな

い。地方都市では、個人事業種が多い。従業員

が３人から50人とバラツキがあるが、何れにせ

よ人手に余裕がない事業所にとって、学生を受

入ることは負担となる。また、大学が受入先と

して依頼しても、学生が必ずしもそこを選ぶと

は限らない。

M大学では、PIS希望者数は年間30名程度の

ため、受入先候補を50～60事業所確保するだけ

でなく、事業所の経営状況によっては受入不可

となる場合を想定して常に新規開拓も並行して

行っている。電話や訪問を行った際は、社内の

様子や事業の特色を詳細に記録する。低学年次

では、具体的な希望業種が定まっておらず、社

内の雰囲気を気にする傾向がある。また、ホー

ムページがない事業所の場合は、教職員から提

供される情報が希望選択において貴重な情報源

〈図表３〉学生個別課題改善計画：C事業所のケース（2020年）
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となる。そのため、教職員が電話や訪問から得

た鮮度の高い情報をガイダンスで伝えること

で、新たに興味を持つ学生も少なくない。

　なお、新規開拓の際、地元の中小企業からは

「受入に興味はあるが、充分な受入体制が整っ

ていない」「人手不足の中、アルバイト経験も

乏しい大学１・２年生を受入、指導する余裕も

ない」との声も少なくなかった。そこで、PIS

は地域の若者育成に貢献すること、従業員の働

く意欲を再刺激することなどを説明に加えた。

特に学生の学びの機会が地域に生まれること

は、学生が地域に興味を持ち、地域活動に取り

組むきっかけになることも伝えると、地元のた

めになることであれば協力を惜しまないという

声が多数挙がった。

PISの５日間のうち、学生は受入先から提供

される課題解決に取り組み、最終日に解決案を

発表する。課題は、高度なものではなく、日常

業務の効率化やお客様に喜ばれる案などを設定

した。実際に大学担当者が事業所を訪問し、現

場で話し合うことで課題が見つかる場合も多

かった。2018年からは、受入先同士で情報を共

有する意見交換会を開催し、受入先の担当者同

士で困難や成功事例などを共有することで、創

造的PISが生まれていった。

3.2.　学生と受入先マッチング方法

⑴　全学生対象学科別オリエンテーション

毎年４月のオリエンテーション時、全学科に

て「プレ・インターンシップって何？」という

用紙（A４）を配布する。目的は、直後に開催

される説明会の周知である。2016年は、PIS説

明のみを配布したところ、履修人数は少なかっ

たため、2017年からは低学年次でISを経験す

る意義を加筆したところ、履修する学生が増加

した。2018年からは、社会人基礎力や就業力に

自信がない学生ほど、早い段階で職業体験に挑

戦することが有意義であることと、個人の新た

な能力の発見ができることをイラスト入りで加

筆したところ説明会の参加者が増加した。大学

１年生にとって、インターンシップはまだまだ

先のことという認識があるため、履修すること

で得られる意義を具体的に理解できるよう情報

を発信することが必要だとわかった。

⑵　説明会兼ガイダンス

2017年は、PIS概要の口頭説明のみであった

が、2018年からは事前事後含めたPIS全体の流

れを説明し、2019年からは先輩の体験談の発

表時間を設けた。その結果、履修者は（2017年

から2019年の２年間で）２倍近くに増加した。

その際、教員の話は最小限にとどめ、ISを体

験した学生と交流する時間を確保し、リーダー

の体験発表を行うなどの取組みによって、リー

ダーへの立候補は増加した。低学年のIS生は、

就職活動を目の前にした３年生と比べると、履

修目的が曖昧な学生が多い。そのため、何度も

履修目的を文字に起こし可視化することで、自

分自身の意思、目的の再確認に繋がり、さらに

履修目的が明確化されていったと思われる。

⑶　学生と受入先をマッチングするための工夫

　事前の説明会で、１事業所ずつ特色や受入先

の熱心な指導内容について説明することが学生

の興味が広がり、第５希望まで書くきっかけと

なっていると考えられる。

人気の事業所（市役所など）に希望が集中す

るため、第１希望へのマッチングは難しく、ほ

とんどの学生が第２、第３希望にマッチングさ

れる。第１希望以外に決まった学生のモチベー

ション維持のためには、PISの意義を丁寧に説

明することで、第１希望でなくとも学ぶ機会が
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あることを理解してもらうことが大切である。

3.3.　事業所リサーチと事前研修

マッチングを検討しつつ、事前研修や事業所

への提出書類の添削と対話が行われる。その

後、事前研修①として、学生は自己の現状の理

解を兼ねた志望書や自己紹介書を書き上げる。

マッチングが成立した後は、事前研修②とし

て、受入先事業所のリサーチを行う。ホーム

ページがない事業所の場合は、学生は訪問した

り商品やサービスを調べたりする。その後、大

学が無料提供するテキストをもとに集合研修が

行われる。挨拶の仕方、遅刻や欠勤の連絡方法、

事業所での携帯電話の充電禁止などの秘密保持

コンプライアンス、電話応対や来客対応につい

て基本的なコミュニケーションマナーを学ぶ。

また、携帯電話以外の電話を使い慣れていない

学生もおり、電話対応練習は長時間を要する。

アルバイト先で覚えた間違った敬語の癖を修正

するのにも時間を要する。複数の研修によっ

て、PIS前の不安を軽減させ、派遣直前の取り

消しを予防する。結果として、派遣直前の辞退

が無くなった。電話対応は個人指導を行う。

2019年、ハキハキと話す者と自信がなさそうに

話す者が半々であった。IS実施前の学生は、

繊細で非常に不安感が強いため、学生指導では

個人の不安を軽減することに力を入れている。

3.4.　レゴブロックを用いた目的形成と振り返り

学生の想像力や内省力を高めるために、事

前・事後研修にレゴ®シリアスプレイ®メソッ

ド（LSP）を用いた。これはマサチューセッ

ツ工科大学メディア研究所のシーモア・パパー

ト教授が提唱する教育理論である。知識は手と

頭が連携を取って相互に信号のやり取りをしな

がら何かをつくるときに獲得できるという考え

方をとる。LSPではワークを進める際にレゴ

ブロックという素材を使っている（聞間ほか

2018）。2019年の事前・事後研修の概要は、以

下のとおりである。

１．日時：2019年７月（事前）９月（事後）、２．

参加学生人数：31名、３．所要時間：120分、４．

研修課題：①私にとって「働く」とは、②受入

先はどのような場所で私はどう関われるか、③

これからの大学生活をどのように過ごせば意味

のあるものになるか（事後研修でも同じ①～③

の問いについて行った）

共起ネットワーク解析によって次の結果が示

された。前後比較の要点を示す。

①　働くとは

働くことはお金のためという考えが、知識を

積み上げたいという考えなどに広がった。自分

の内面に目が向くようになり、IS体験後には、

「自分」の近くに「成長」が存在した。大学に

対する考えが、将来への土台になるという発展

的なものへ変化し、知識は知識は積み重ねるも

のという認識を新たに持つようになった。

②　受入先への関わり方

　感情表現が多様になり、自分の周りに登場す

る人物が増え、その結果、自分が関わることが

できると思うことが一気に増えた。仕事理解の

側面では、多様性と複雑性を理解した。具体的

には、市役所と企業や市民とのつながりを理解

したとの言葉があった。他にも図書館は本を貸

し出す場所という狭い捉え方から、情報を得る

場という広い捉え方に変化した。
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③　これからの大学生活

ゴールという言葉がなくなり、道・積み重ね

といったプロセスを表す言葉が表れた。これ

は、卒業後に向かい今努力をしないといけない

という印象を持つことにつながったと考えられ

る。思考がバラバラだったものをつなげて考

え、自分の成長や将来につなげていくことがで

きるようになった様子も認められた。特に自分

と結びつく言葉が増え、洞察が進んでいた。事

前には、自分のことだけを考える学生が多く、

自分中心に将来のことも考えていたが、事後に

は、人と人がつながる場を具体的にイメージす

るようになり、その中での自分の存在も明確に

できるようになっていた。学生生活で挑戦した

いこととして、事前にはアルバイトボランティ

アが離れていたのが、事後には自分に関連する

語として出現し、有機的な結びつきが見られ

た。大学内に限定的だった社会の捉え方が社会

に出たことで表現する言葉が増えた。

以上を整理すると、次の４点が判明した。

　 ①　内面を見る（内省しやすい）ようになる・

働くことの掘り下げができる、②ゴールから

プロセスへ注目が移る、③自分に結びつく言

葉が増え、洞察が進む、④自分の周囲に登場

人物が増加する。

全体を通して、失敗経験やネガティブな言葉

は少なく、自己の行動を有機的に結び付けるこ

とができていた。また、自分が関わることがで

きると思うことが増えた様子や、職業の概念が

つながる様子も認められた。なお、共起ネット

ワーク図の掲載や解析の詳細はページ数の関係

上割愛する。

3.5.　学生リーダー制度

研修はグループ活動が中心となって進められ

る。グループには、各種リーダーが配置される。

運営リーダー５名（内１名トップリーダー）を

決める。リーダーの役割は、報告会の準備に向

けた連絡係、運営補助である。研修の教室準備

や出欠確認などを担う。他に発表リーダーが話

し合いで選出され、発表資料作成のまとめ役を

担う。

リーダーは教職員と頻繁にやり取りをするた

め、徐々に責任感やスケジュール管理力が身に

付き、社会人に対応していくことに慣れていく

のではないかと考えられる。報告会の運営やリ

ハーサルはリーダーが中心になって準備を行う

ため、気配りや人を動かす能力が身に付いてい

く。

グループ活動は、個人の能力向上だけでな

く、大学の組織運営上もメリットが多かった。

教職員からの指示と比較するとリーダーからの

指示はより正確に学生全員へ伝達していること

も確認された。グループ活動は仲間と相談や問

題を共有することが増えるため、一人一人の当

事者意識の向上、質の高い参加のモチベーショ

ンにつながったと考えられる。その結果、リー

ダー以外の学生も周囲の人を考慮した行動やグ

ループを第一に考えた行動などが増加した。こ

れらの主体的な行動はリーダーから他の学生に

伝達していく。個人の行動がグループ内の仲間

と相互に影響し合うことで自主性をさらに高め

ていくという効果が得られた。

次に学生の特徴的な様子を述べる。リーダー

決定では、前年度のリーダー経験者の話に影響

を受けて立候補を決断した学生が多かった。学

生同士のグループは仲間同士に協働意識が生ま

れやすく、提出物の遅れや研修の遅刻もグルー

プ内での協力し、互いに注意するなどの助け合

う行動が見られた。このことから、教員の注意
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指導よりも改善効果があることが考えられる。

ここでリーダー経験者２名の生の声を紹介す

る。

　 「グループリーダーをやったことで責任感も

芽生え、積極的に声掛けを行うことができ

た。今までは人に聞くことが迷惑になるので

はないかと思っていたが、プレ・インターン

シップでは積極的に動くこと、聞くことが大

事だと気付いた。その後、サークル活動に積

極的に参加し、代表として会議に参加した。」

　 「今までリーダーのような役割は自分ではな

くリーダーシップを取れる人がするものと

思っていたが、リーダーをやってみて自分に

も結構できるんだという新しい気付きがあっ

た。履修後はアルバイト先でも自ら動くよう

になった。実際に仕事を体験したことで、将

来への不安が少し解消された。今後友人とボ

ランティア活動をしようと思っている」

3.6.　インターンシップ終了後、報告会

PIS終了後、学生達はグループでプレゼン

テーションを行う。約１か月間をかけて、教職

員と試行錯誤を重ねながら完成させる。報告会

は受入先の担当者を招待し、教室に分かれてポ

スター発表形式でプレゼンテーションを行う。

その内容は、ISを通して自分自身が何を学び、

何に気付き、何が新たな目標となったかについ

てである、受入先からはこの報告会の評判がよ

く、「自分のところの学生以外の経験も見るこ

とが次年度の受入の参考になる」、受入先に

とって学生の成長が最も感じられるのが報告会

であり、「感動した」という声が多数寄せられ

た。また、学内の学長をはじめ、担当外の教職

員も見学に訪れるため、運営を担った学生達に

とっての晴れ舞台となっている。

４．課題と対応

PIS事前事後研修を含めた半年間におよぶ教

育プログラムを実践した結果、学生指導と受入

先対応、研修の実施などについて複数の問題が

浮き彫りとなり、2020年からは次のような対

処を行った。以下に課題とその対処法を示す。

①学生が得る情報や学びのバラツキ問題：学

生全員が得る情報量を極力同一化することを目

指し、座談会を開催した。個別の学生が得た情

報やISで学んだことや気付いたことを共有し

た。学生同士や教職員が一緒になって意見交換

を行う座談会は、学生からの評判が高かった。

②評価表の提出が遅れる事業所対応：最終評

価表をもって成績が決定される。しかし、業種

によっては提出期限が繁忙期と重なり、未提出

の事業所がある。当初は教職員から打診してい

たが、学生から依頼するように変更したとこ

ろ、事業所の提出が遅れることが減少した。こ

れは、報告会も同様であり、以前は文章で案内

を出していたが、学生が直接自分の体験先に参

加の打診を行うようにしたところ、参加者が増

加した。

③１年生のパワーポイントスキル問題：PIS

終了後、学生は報告書やパワーポイントを作成

するが、大学１年生の時点では作成スキルが不

十分で当初は教員の指導に長い時間がかかって

いた。そこで、2019年からは見本として前年度

の学生の報告書と教員と受入先からの評価が高

かったパワーポイントを選び、作成者の許可を

得たうえで配布した。これにより、教員による

基本的な指導の必要がなくなり、より具体的で

高度な内容の指導が可能となった。前年度履修

した先輩の協力は、プログラム開発にとって有

益であり、先輩からサポートを受けた学生は、
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次年度に後輩をサポートしていくという風土が

生まれた。

５．まとめ

本稿は、地方都市での低学年ISのプログラ

ム開発に取り組み、明らかになった課題にどう

取り組むかを議論してきた。ここで、本取り組

みから明らかになったことをまとめる。

5.1.　学生対応について

①事前事後研修を含め半年間のプログラムとし

た

②マッチング適合率をあげるため志望先を第3

までから第５まで記入とした

③業種や職種理解のためにリアルな情報を提供

した

④志と誇りをもって働いている地域の人々に触

れる時間を５日間の中に組み入れた

⑤レゴブロックを用いた研修を導入した。学生

の発言力を育み、体験の内省を促進させた

⑥個人の就業力の発達について自己理解できる

ようアンケート結果のカルテを提供した

⑦何度も履修目的を書くことによって、目的意

識を明確にしていった

5.2.　受入先対応について

①受入先が大学の近隣に集中しているため、担

当者が集まることができ、受入先同士で困難

や成功事例などを報告し合い、それが創造的

ISにつながった。また、受入先同士が知り合

いであることも多く、ディスカッションはス

ムーズに行われた

②周辺に大学がなく、M大学の学生のみを少人

数（１・２名）で受入るため、学生個人に合

わせたカスタマイズ型の体験プログラムが実

現した。事前の社会人基礎力アンケートの結

果から、課題と本人が示した能力をいかにIS

中に育むかを受入先に検討してもらった

③ISのメリットや地域発展につながる理由を説

明することで担当者の協力体制を促進した

④体験前の学生はとても繊細で不安感が強いた

め、大学の担当教員から受入先へ事前訪問の

時間の確保を依頼した。受入先からの丁寧で

細やかな対応を感じ、不安感が解消されると

ともに地元ならではの親身さを感じたという

学生もいた。

PIS後の学生の満足度は非常に高く、受入先

だけでなく大学教職員へも感謝をしていた。自

分が成長するために多くの時間を割いてくれる

人がいること、はじめてのことで戸惑うばかり

の自分に細かく丁寧に相談を受けてくれるス

タッフが大学に常勤していることは、挑戦する

恐怖や不安を軽減させたと考えられる。「一人

ではやり遂げることができなかったけれど、今

度は一人でやり遂げることができるよう残りの

大学生活で成長したい」と話す学生もいた。受

入先との密な連携を行うためには、学生指導時

間や書類作業を削減し、時間を確保する必要が

ある。学生ができることは学生に任せること

が、PIS前の学生に成長機会を与えることとな

り、かつ、担当教職員の時間確保につながった。

大学サービスの向上を目指すあまり、PISの事

務手続きや事前事後研修を教員や職員が全てを

担うのではなく、自主性の向上のために学生自

身が自らトライアンドエラーを繰り返し、役割

を分担させることもPIS教育プログラム開発に

は有意義であった。

全国の地方大学におけるISでは、学生にとっ
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て厳しい環境要因も残されている。しかしなが

ら、教育プログラム次第では、有意義な教育活

動となり、充実した学生生活の一環としてIS

が機能することも可能であると考えられる。リ

モートISも含め、ますます複雑化するISにつ

いて、今後も引き続き実践と研究を重ねていき

たい。
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